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Abstract :
  One of the characteristics of Vietnamese demand structure in terms of GDP is high 

dependence on foreign trade, that implies her vulnerability as an independent growing open 
economy. Like other developing countries, Vietnamese trade structure shows vertical division 
of labor between imports of manufactured goods and exports of primary products, which has 
led her trade balance to chronic deficit. The fall of an exchange rate is also promoting deficit 
expansion as the j-curve effect explains.

  Furthermore, purchasing power parity theory explains the depreciation of a dong rate to 
foreign currency by the domestic inflation created by the financial policy which stimulates 
business, so that the fall of dong rate does not contribute to raise the international 
competitiveness of Vietnamese export products.

　Anyway, in the basis of such trade structure, the increase in export of one billion dollars 
will bring about the increase in import of 1.2 billion dollars, and will bring about the trade 
deficit of 0.2 billion dollars as a result.

Although the deficit of the current balance is provided with the black figures of the capital 
account balance, since the risk of a short-term capital outflow always hangs around and 
degree of dependence upon foreign trade is very high, economic growth is always exposed to 
the exchange risk.
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１．はじめに 1）

第２次世界大戦後、東西冷戦下で発展途上国
に対する東西陣営の援助競争が行われた。国際
政治における動向に対応して国際経済学におい
ては発展途上国の経済発展の処方箋に関する学
問的な論争が花盛りとなった。こうした議論に
おいては国際政治経済学的な要請に基づいて、
発展途上国の経済発展に関する対症療法を考案
する傾向があった2）。他方で、人種的な問題や
気候風土から醸成された慣習文化に論及する主

張まで現れた。こうした論調は、先進国を対象
とした経済成長理論が当時の発展途上国には適
用されない原因を探ろうとするものであった3）。

その後、先進国において資本蓄積が行われ、
国内資本報酬率の低下によってより高い資本報
酬率を求めるという資本の論理が、国際経済学
者たちの経済発展理論形成の努力をあざ笑うか
のように、発展途上国の経済成長を促進させて
行った4）。資本移動は技術を体化した直接投資
の形で行われ5）、先進国の資本と技術が発展途
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上国に先進国の飛び地経済（enclave economy）
を形成し、現地の偽装失業を低賃金労働として
吸収することによって国際競争力の高い産業を
生み出し、あっけないほど容易に経済発展を遂
げていった6）。

このような資本の論理に導かれた発展途上国
の経済発展は20世紀末の東西冷戦の終結によ
って旧社会主義経済圏に波及していった7）。ア
ジアでは中国が1978年からの改革開放に始ま
り、1992年の鄧小平の南巡講和に至って社会主
義的市場経済を確固たるものにし、同様の共産
党一党支配のベトナムにも1986年のドイモイ
というスローガンのもとで、外国資本による市
場経済が展開された8）。外国資本が導入され始
めたのは、1988年からだが、本格的な受け入れ
は1994年以降である。しかし、多くの発展途上
国がそうであるように社会的間接資本が未整備
であったことから、外国資本の導入は順調に拡
大することはなかった。そのことが逆に、1997
年のアジア通貨危機の影響を直接的に受けない
で済むことを可能とした。間接的には、他のア
ジア諸国の通貨価値の下落により、ベトナム産
品の国際競争力を低下させることになった。

同じ一党独裁の社会主義的市場経済を標榜し
ている中国との相違はその市場規模の矮小性に
ある9）。ベトナム経済は、以下で論じる貿易依
存度の高さからも明らかなように、国際市場か
らの影響を極めて強く感受する構造になってい
る。一方中国は、人口がベトナムの15倍ほども
あり、内需に対する外需の影響はベトナムほど
甚大ではない。にもかかわらず、中国人民銀行
の戦略とは異なり、ベトナム政府は1999年と
いう時期尚早の時点で、固定相場制を離脱し、
ナローバンドを伴う変動相場制へと移行した。
こうした政策の選択は、ベトナム政府が国際経
済の内部で生き抜くことを決意した表れと評価
される10）。国際経済を徹底的に利用することを
第一義的な政策選択としている中国政府との大
きな相違点がここにもある。それはベトナム政
府の経済小国としての自覚が導いた政策的帰結
ともいえる。それが顕在化したのは、2001年の
米越通商協定の発効において、金融・通信等の
サービス市場の開放、知的所有権の保護、ロー

カルコンテンツ規制の撤廃が実施されたことに
おいてである11）。これが布石となって2007年
のWTO加盟が円滑に行われることにもなっ
た。

以下第２節では、21世紀のベトナム経済の現
状を社会主義経済から市場主義経済へと移行す
る経済発展において先行する中国経済と比較し
ながらGDPの需要構造、貿易構造、国際収支構
造の視点から捉え、国際経済に高度に依存する
特質を明らかにする。第３節ではそうした極め
て高い貿易依存構造が抱える課題を、GDP構造
と為替レート並びにインフレーションとの関係
および貿易構造と国際競争力の関係に焦点を絞
って指摘し、共産党１党独裁の下で、同じよう
な社会主義的市場経済を標榜する中国経済の発
展との相違を貿易構造、為替相場、国際競争力
の観点から明確にする。最後の第４節でマクロ
経済の課題に対する政策的展望を示唆する。

２．ベトナム経済の現状 12）

２．１．需要構造
図表１は、2000年以降のベトナムのGDP構

成である13）。輸入をマイナスで表示してあるの
で、それ以外の項目の合計が100%を超えてい
る。これに対して図表２の中国のGDP構成に
おいて貿易は、純輸出（＝輸出－輸入）で表示
されているので、全ての項目の合計は100%に
なっている。棒グラフに表示されている%はい
ずれもGDPに対する比率である。ベトナムの
GDPに対する民間消費支出の割合が60％を超
えているのは図表３において60％を割り込ん
でいる日本より年齢構成が若く、消費性向が高
いためである14）。総固定資本形成が2002年以
降、対GDP比で30％を超えているのは、成長経
済の証である。巨額の投資は生産能力を高め、
それに見合う需要の増加によって均衡成長が実
現する15）。また図表２において中国の総固定資
本形成が40％前後の高い割合を示しているこ
とから、中国の経済成長が投資と輸出に大きく
依存していることが分かる。とくに近年におけ
る総固定資本形成の伸びは異様でもある。図表
３において日本が30％を超えたのはバブル経
済期のみである16）。ベトナムの政府消費支出が
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６％をキープしていることも、共産党一党独裁
という政治形態を考慮しないとしても、内需が
財政に依存しない若い経済であることを意味し
ている。これに対して成熟経済段階にある日本
では政府消費の構成比がベトナムの２倍以上を
占めている。また、日本や中国と比べて貿易依
存度の極めて高いことがベトナム経済の際立っ
た特徴的である。図表１のマイナス部分はGDP
に対する輸入の割合を示している。その上の

0%から始まるプラス部分はGDPに対する輸出
の割合を示している。ここで、貿易依存度を、

（輸出額＋輸入額）/GDP、で定義すると、ベト
ナムの貿易依存度は、2000年時点で85％を超
え、ピーク時の2007年には120％を超えてい
る。この数値の大きさは、日本の貿易依存度が、
20世紀中は10％台であり、ピークの2007年と
2008年でも27％に過ぎないのと比較すれば、
特徴的であることがわかる。
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図表１　ベトナムのGDP構成（2000-2009）
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図表２　中国のGDP構成（2000-2009）
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一般的に貿易依存度は、国内経済規模の小さ
な国や地域において大きな値となる。シンガポ
ールや香港などの経済規模の小さな国や地域
は、産業連関構造に多くの空白を持っている。
産業活動において一定の国際競争力を持つため
にはある程度の規模が必要であり、人口や面積
や資本蓄積において国際競争力をもつ全ての産
業を持てない国や地域は欠落する産業の生産物
を貿易に依存せざるを得ない17）。そのため、輸
入依存度（＝輸入額/GDP）が高くなる。一方
で、国際競争力を持つためにある程度の規模の
産業を国内に設置すると、そこで生産される数
量を内需で吸収することができないため、輸出
せざるをえない。そのため、輸出依存度（＝輸
出額/GDP）が高くなる。とくに、外国資本を
誘致し、国内に飛び地経済が形成されているよ
うな場合、生産される製品は当初から輸出向け
であり、部品も原材料も資本設備も輸入に依存
することになり、必然的に貿易依存度が高くな
る。現地で調達されるのは労働力のみであるた
め、飛び地経済で生産されない消費財はインフ
レーションの対象となる傾向がある。ベトナム
においてはとくにこうした傾向が強い。

図表４は2009年の世界44カ国の輸入依存度
と経済規模の関係を見たものである。経済規模

が小さく輸入依存度が150％程度を示している
のは香港とシンガポールである。ベトナムはそ
れらに次いで３番目に高い値（72%）を示して
いる。香港は行政的に中国の一部であり、内陸
部への貿易物資の中継港となっており、シンガ
ポールはマレーシアに対する中継港であると同
時に経済規模の小さい都市国家である。そうい
う意味で香港とシンガポールを例外として除く
とベトナムは世界で最も輸入依存度の高い国と
なる。一方、経済規模が巨大で輸入依存度が８
％程度となっているのはアメリカである。経済
規模と輸入依存度の関係に負の相関があり、経
済規模の小さな国や地域は輸入依存度が高いと
いう傾向は存在するが、経済規模は輸入依存度
を決める決定的な要因ではない。輸入依存度に
影響を与えると思われるその他の重要な要因と
しては立地が考えられる。一般的に国境を多く
の国と接している国は、輸入依存度が高くなる
傾向がある。例えば、南に位置するホーチミン
で生産されている商品があったとしても、物流
的には北に位置するハノイは中国から輸入した
方が、安い輸送費で入手可能となる。同様のこ
とはホーチミンにも言えて、たとえハノイで生
産されている商品であったとしても、隣国のカ
ンボジアやタイの港から入手した方が安く済む
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図表３　日本のGDP構成（1980-2010）
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ことがある。日本の貿易依存度が余り高くない
のは、国内経済規模が大きいことと、国境を接
している国が皆無であることが影響している。

これは水平分業の一つの形態であり、多くの国
と国境を接している諸国には貿易依存度の高い
国が多く見られる18）。

y = -1E+06ln(x) + 6E+06 
R  = 0.15462
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図表４　GDP（縦軸：兆ドル）と輸入依存度（横軸：％）：データ：図表５

図表5　2009年の輸入依存度（%）とGDP（百万米ドル）：データ：IMF（2010）

国（地域） 輸入依存度 GDP 国（地域） 輸入依存度 GDP
シンガポール 151.8 182,232 サウジアラビア 24.3 369,179

香港 151.3 215,355 カナダ 23.8 1,336,068
べトナム 72.0 91,854 トルコ 22.9 617,099

マレーシア 64.4 191,601 イギリス 22.2 2,174,530
ハンガリー 59.9 128,964 ニュージーランド 21.9 125,160

タイ 50.9 263,856 フランス 20.7 2649390
オランダ 48.4 792,128 中国 20.5 4,985,461

韓国 38.8 832,512 スペイン 19.8 1,460,250
モロッコ 36.1 90,859 イタリア 19.5 2,112,780

オーストリア 35.3 924,843 インド 19.3 1,310,171
ポルトガル 30.6 227,676 ノルウェー 17.8 381,766

スイス 29.9 500,260 ギリシャ 17.6 329,924
アイスランド 29.7 12,133 インドネシア 17.2 540,277
スウェーデン 29.3 406,072 ロシア 17.0 1,231,893
フィリピン 28.4 163,670 オーストラリア 16.6 924,843

ドイツ 28.0 3,330,032 コロンビア 14.3 230,844
アイルランド 27.5 227,193 アルゼンチン 12.7 140,577

メキシコ 26.8 874,902 ベネズエラ 12.6 326,498
デンマーク 26.4 309,596 日本 10.8 5,068,996
南アフリカ 25.3 285,983 ブラジル 8.5 1,573,409

チリ 25.3 163,670 アメリカ合衆国 7.4 14,119,000
イスラエル  25.3 194,790 ギリシャ 6.0 329,924
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２．２．貿易構造
このように世界屈指の貿易依存度を示してい

るベトナム経済において、貿易は極めて重要な
役割を持っている。そこで、まず貿易構造を見
ることにする。

図表６は、ベトナムの輸出入の推移を１次産
品と加工製品に２分して見たものである。加工
製品の輸入（IM）の伸びが最も大きいことが分
かる21）。加工製品の輸出（EX）も大きな伸びを
示しているが、輸入の伸びには及ばず、しかも
21世紀に入ってから両者は拡大する様相を呈
している。１次産品の輸出は加工製品の輸出に
匹敵する伸びを見せているが、近年その伸びが
若干鈍化している22）。１次産品の輸入も額は少
ないものの同じような伸びを見せている。こう
した加工製品と１次産品の貿易の動向を図表７

の中国と比較して見るとベトナムの特徴が明ら
かになる。中国の加工製品の輸出の伸びはその
輸入の伸びを凌駕しており、ベトナムのそれら
と比較すると金額そのものは比肩すべくもない
が、伸びそのものは相似的に酷似している。し
かし、輸出入の位置関係が逆転していることに
両国の最大の相違点がある。これが中国の貿易
収支の黒字拡大の要因であり、逆にベトナムの
貿易収支の赤字拡大の要因となっている。また
中国の１次産品の輸出はごくわずかであり、そ
の輸入は拡大傾向にあるものの、加工製品の伸
びと比べるとそれほど大きくはない23）。したが
って、中国は先進国のように加工製品の輸出入
を中心とした水平分業構造へと貿易構造を高度
化させているのに対して、ベトナムは中国のよ
うな水平分業の構造と１次産品と加工製品の間
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加工製品（IM）
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一次産品（IM）
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図表６　ベトナムの貿易構造の推移（単位：10億ドル）
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図表７　中国の貿易構造の推移（単位：10億ドル）
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の垂直分業の構造も内包している24）。
こうしたベトナムの貿易構造の特徴を、更に

細かい貿易分類で確認したのが図表８と図表９
である。図表８は輸出品目をSITCに従って分
類し、その金額の推移を描いたものである。10
年間という期間ではあるが、６つに分けた輸出
品目の順位が変化していないという特徴があ
る。21世紀にはいってSITC8（雑製品：縫製
品・履物・宝石・貴金属など）が突出し始めた
が、その他の品目も相似拡大的に伸びている。
特筆すべきは、SITC0（食料品：水産物・米・
コーヒーなど）の伸びである。

同じ商品分類で図表９で構成比の推移をみる
と、この10年間SITC8の構成比が若干増加し
た分、SITC0の構成比が低下していること以外

には構成上際立った変化は見られない。　
これに対して図表10の輸入構造は、輸入代

替の対象品目であるSITC8は殆ど増加してい
ないものの、SITC6（鉄・鉄屑・織布・生地な
ど）、SITC7（機械設備・同部品・自動車部品・
自動車・二輪車部品など）がほぼ同じ金額で増
加し、一次産品（石油製品など）も同額で伸び
ているのが特徴的である。両者の中間に位置し
て増加しているのがSITC5（化学製品・肥料な
ど）である。

図表11で輸入構成を確認すると、直接投資
の導入と輸入代替の成果として、SITC8の構成
比が10%以上、SITC5が着実に５％程度低下し
ている。残る３つの品目グループは、構成比に
おいて拮抗している。それに対応するように一
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次産品（SITC0~4）が10%近く、SITC6は5%
程度上昇している。SITC7については、この10
年間においては、多少の変動はあるものの、比
較的安定的な構成に推移していることが分か
る。

２．３．国際収支構造
図表12は、ベトナムの国際収支構造を経常

収支と資本収支と外貨準備増減で表示したもの
である。これらの金額の間には、以下の関係が
ある。

　　経常収支＋資本収支＋外貨準備増減
　　　＋誤差脱漏＝０
誤差脱漏は調整的残高項目であるから、その

金額自体にはあまり意味はないが無視できない
ほどの金額になっている。外貨準備増減は通貨
当局が把握するため、これらの項目の中では最

も正確な金額である。従って誤差脱漏の金額は
経常収支と資本収支から発生する。この金額が
巨額であることは統計を把握する行政組織の規
律の低さをうかがわせる25）。

収支は2000年と2001年に黒字を計上してか
ら、一貫して赤字を計上している。そのファイ
ナンスは主に資本収支で行われているが、通貨
当局の介入があるため、外貨準備増減によって
も調整されている。2009年を除けば、通貨当局
の為替市場への介入は基本的にドン売り・外貨
買いであり、ドンを減価させ、外貨準備高を増
加させる方向に舵が取られている。こうした経
常収支の赤字と資本収支の黒字という国際収支
構造は若い発展途上国に特徴的にみられるもの
である27）。

しかし、ベトナムよりは若干成長した発展途
上国でありながら、中国の国際収支構造はベト
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ナムとは大きく異なる。図表13で、21世紀の中
国のそれを見ると、従来の国際収支発展理論に
は見られない構造をしている28）。その理由は従
来の国際収支発展理論では、通貨当局の継続的
な為替市場介入が考慮されていないためであ
る。中国当局による意図的な巨額の元売り・外
貨買いが行われた結果、経常収支と資本収支の
双方が黒字を示すという異常な状況を示してい
る。先進国のように通貨当局の為替市場への介
入がないとすれば、

　　外貨準備増減＝０
となるので、上に示した式において、誤差脱漏
を無視すれば、

　　経常収支＋資本収支＝０
となる29）。したがって、通貨当局の継続的な為

替市場への一方向への介入を想定していない国
際収支発展理論においては経常収支と資本収支
がともに黒字になることはありえない。

共産党一党支配のもと、徹底した外資導入と
輸出促進政策が、元売り・外貨買いという元安
誘導と連携して、中国においてはある意味では
整合的で有機的な国際経済政策が機能している
ともいえる。しかし、この政策は露骨で強力な

「近隣窮乏化政策」以外の何物でもない。輸出促
進政策は元安政策と合体して、先進国の労働集
約産業を狙い撃ちにし、外資導入政策は、先進
国の資本を吸収することによって、先進国の産
業構造を空洞化させ、その空洞化した部分に自
国産品を輸出するという徹底ぶりである。

図表12　ベトナムの国際収支構造（単位：100万ドル）

暦年 経常収支 資本収支 外貨準備増減 誤差脱漏
2000 1,106 -316 -110 -680
2001 682 371 -206 -847
2002 -604 2,090 -448 -1,038
2003 -1,931 3,279 -2,146 798
2004 -957 2,807 -935 -915
2005 -560 3,087 -2,130 -397
2006 -164 3,088 -4,324 1,400
2007 -6,953 17,730 -10,212 -565
2008 -10,787 12,341 -474 -1,080
2009 -6,116 11,869 7,756 -13,509

　図表13　中国の国際収支構造（単位：100万ドル）

暦年 経常収支 資本収支 外貨準備増減 誤差脱漏
2001 17,401 34,778 -47,447 -4,733
2002 35,422 32,291 -75,217 7,504
2003 45,875 52,726 -137,455 38,854
2004 68,659 110,660 -189,849 10,530
2005 134,082 101,045 -250,975 15,848
2006 232,746 52,649 -284,651 -744
2007 353,996 95,148 -460,651 11,507
2008 412,364 46,321 -479,553 20,868
2009 261,120 180,813 -400,508 -41,425
2010 305,374 226,044 -471,659 -59,760
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３．ベトナム経済の課題
３．１�．GDP構造と為替レート並びにインフレ

ーション
前述したようにGDP構造における最大の課

題は貿易依存度の異様な高さである。このこと
は、経済安全保障の観点から２重の意味でリス
クを負っていることを意味している。一つは国
家主権リスクである。主権の異なる外国に輸入
供給を依存することは、外国が国家主権を発動
してベトナムへの輸出をストップした場合、サ
プライチェーンの断絶により、ベトナム国内の
生産もストップすることになる。同様に、主権
の異なる外国に輸出需要を依存することは、外
国が輸入制限を行えば、直接的にGDPが減少
することになる。

もう一つは為替リスクである31）。図表12に
もあるように、2002年以降、経常収支は構造的
な赤字を計上している。その間、図表14に示さ
れているように通貨ドンは減価を続けている
が、Jカーブ効果が作用しているため、ベトナ
ム製品が国際競争力を発揮する前に、貿易赤字
が拡大するという構造になっている32）。一方

で、ベトナム政府は内需を喚起するため、有効
需要拡大政策をとっているため、輸入財価格の
上昇と一般物価水準の上昇が続いており、通貨
ドンが減価しても、ベトナム製品の国際競争力
が高まらず、経常収支の赤字幅を拡大させてい
るという構造がある。しかし、経常収支赤字の
縮小を内需抑制で実現しようとすれば、成長を
鈍化させなければならない。

実際、マネーサプライ（M2）とGDPデフレ
ータの関係を見ると、貨幣数量説が説くように
両者は極めて高い相関関係（R2＝0.981）を示
している33）。すなわち、ベトナム政府はインフ
レーションを伴う形でしか、実質経済成長（量
的拡大）を実現できていないことを意味してい
る。インフレ抑制には、産業別のインフレ心理
の鎮静化というきめ細かく、根気のいる政策が
求められる。いまマネーサプライをM、GDPデ
フレータをP、実質GDPをy、マーシャルのK
をkで、表すと、素朴な貨幣数量説は、

　　M＝kPy
で表現される。図表15のようにMとpが一定の
関係にあるということは、
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図表14　年平均対米ドルレートの推移（単位：千ドン）

図表15　GDPデフレータ（縦軸-2005年：100）とM2（横軸-単位：10億ドン）
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　　P＝mM+70、ただし、m＝0.00004
で近似できることを意味するので、これを貨幣
数量説に代入して微分すれば、

　　（1−kmy）M＝y、ただし、dk＝0、太
　　　　字のMとyは変化率（成長率）
となり、この式のような形で実質GDPが成長
することを意味している34）。

同じ一党独裁の社会主義的市場経済を標榜す
る中国の場合、人民元レートはバスケット方式
での変動相場制に移行した2005年以降、図表
16に示されているように対米ドルで増価を続
けているが、かつての日本経済と同様に、逆J
カーブ効果が作用して経常収支黒字は拡大傾向
を示している35）。この間、中国政府のインフレ
対策は多少成果を見せているので、中国製品の
国際競争力は人民元レートの上昇ほどには低下
していない36）。このことを、次に確認しよう。

 
３．２．貿易構造と国際競争力

図表17は、輸出入額比率で、ベトナム貿易の
SITC分類による品目別国際競争力の推移を見
たものである。縦軸は、

　　国際競争力指標＝輸出額/輸入額
を取っている37）。したがって１となる値で、こ
れより大きいと輸出超過を意味し、小さいと輸
入超過を意味している。この指標を時間で微分
すると、

　　国際競争力指標変化率＝輸出額変化率
　　　−輸入額変化率

となる。したがって、右上がりの折れ線は、国
際競争力指標が上昇しているので、輸出増加率
が輸入増加率を上回り、その意味で国際競争力

が高まっていると判断される。逆に、右下がり
の折線は国際競争力指標が低下しているので、
輸入増加率が輸出増加率を上回り、その意味で
国際競争力が低下していると判断される。

貿易品目全体を一次産品と加工製品に２分し
て国際競争力の推移をみると、１次産品に関し
ては、多くの発展途上の成長経済に見られるよ
うに、この10年間で低下しているが、加工製品
については国際競争力指標が１を下回り、しか
も殆ど変化がない。これに対して、同じグラフ
を図表18で中国についてみると、一次産品の
国際競争力指標は１を下回り、しかも低下傾向
にある。さらに、加工製品の国際競争力指標は
１を超え、しかも上昇傾向にある。国際競争力
指標の動向としては、ベトナムは一次産品と加
工製品が収斂の方向にあり、逆に中国は多くの
先進国がそうであったように、拡散の方向にあ
る。

図表19で国際競争力指標を対数で縦軸にと
り、その推移を品目別にみると1999年からの
10年間において輸出額が輸入額を常に凌駕し
ているのは、SITC0（食料など）とSITC8（雑
製品）とSITC3（鉱物など）の３品目である。
鉱物資源貿易は経済成長に伴う内需の高まりか
ら、国際競争力を低下させている38）。同様に、
食料貿易も国際競争力を低下させているが、食
料は需要の所得弾力性が低いという特性と、生
産において供給の価格弾力性がゼロに近い土地
という生産要素を用いることから、アメリカや
オーストラリアのような生産性の向上がない限
り、国際競争力の低下は継続するものと思われ
る39）。
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図表16　人民元レートの推移（対米ドル：年平均）
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この傾向は、ベトナムの貿易収支赤字の拡大
に拍車をかけることになる。食料生産の生産性
の向上は、偽装失業を抱える農村人口の流出が
前提条件となるので、それほど容易なことでは
ない43）。雑製品の国際競争力は一見、順調に向
上しているように見えるが、その生産に必要と
なるSITC5（化学品など）、SITC6（原料別製
品）、SITC7（機械・輸送用機器）の輸入によっ

て支えられている。したがって、雑製品の輸出
が拡大すれば、化学品・原料別製品・機械・輸
送用機器などの輸入が増加するという貿易構造
になっている。しかも、輸出は低賃金労働を利
用した低付加価値製品であり、輸入は先進国や
中進国からの高付加価値製品であることから、
貿易収支赤字を拡大させる構造になっている。

実際、ベトナムの輸出額と輸入額の関係を図
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図表18　中国の国際競争力の推移

図表19　ベトナム貿易の品目別国際競争力の推移
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表20のグラフで見ると両者はほぼ線形の関係
にあることが分かる。すなわち、

　　輸入額＝1.2103×輸出額−47238；
　　　R2＝0.9944

という関係がある。輸出額が１億ドル増加する
と、輸入額が約1.2億ドル増加するという関係
から、輸出額が１億ドル増加すると2000万ド
ルの貿易赤字が発生するという構造になってい
る。

貿易赤字を放置すれば、際限のないドン安
と、

　　ドル買い介入＝ドン通貨供給の増加
によるインフレーションの深化を招くことにな
る。インフレは会計桁数の増加と頻繁な価格改
定による流通取引の非効率化、売り惜しみと買

い急ぎ＝過剰在庫、による不効率をもたらし、
インフレ心理を蔓延させ、いずれ行わざるを得
ないと予想されるデノミネーションは一時的に
せよ無駄な混乱を経済にもたらすことになる。
一方で、経常収支の赤字を資本収支の黒字でフ
ァイナンスしようとすれば、直接投資などの長
期資本が枯渇した場合、短期資本の導入をせざ
るを得なくなり、通貨不安の材料を胎化させる
ことになる。

これに対して中国の輸入額と輸出額の関係
は、図表21に描かれているように、

　　輸入額＝0.8×輸出額＋42784；
　　　R2＝0.986

となっており、１兆ドルの輸出を増加させて
も、輸入は８千億ドルしか増加しないという構

図表20　ベトナムの輸入と輸出（2000─2009）

図表21　中国の輸入と輸出（2001─2010）
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造になっている。その結果として、輸出が１兆
ドル増加するごとに２千億ドルの貿易黒字が発
生する。こうした貿易構造は、付加価値の低い
１次産品を輸入し、付加価値の高い加工製品を
輸出するという国際競争力構造に対応してい
る。これとは対蹠的に、ベトナムの貿易構造は、
付加価値の低い１次産品を輸出し、付加価値の
高い加工製品を輸入するという国際競争力構造
に対応している。したがって、ベトナムのこう
した貿易構造が中国型に転換しない限り、現在
の貿易収支赤字の趨勢は継続されることにな
る。

このようなベトナムの貿易構造を象徴する品
目を以下の図表22に例示する。SITCでは、原
油も石油もSITC2に含まれる。すなわち、原油
を輸出し、精製したのち石油製品を輸入してい
るという構造になっている。ベトナムが国内に
石油精製設備を保有すれば、精製コストは付加
価値としてベトナムのGDPに追加され、輸入
が減少することになる。また、主力輸出品の縫
製品はSITC8に含まれ、主要輸入品の織布は
SITC6に含まれている。このことは、ベトナム
国内に機織工場が設置されれば、織布輸入が減

少し、その分GDPが増加することを意味して
いる44）。このようにベトナムにおいては中国に
おいてみられる輸入代替政策が必ずしも徹底し
て行われていないといえる。

４．おわりに
O’Nei l l , Wi l lson , Purushothaman, and 

Stupnytska（2005）が論じているように、ベト
ナムの経済成長は一見順調のように見える。し
かし、いくつかの課題を内包していることは前
節までで指摘した通りである。本稿では、いく
つかの課題の中で貿易構造をとくに強調した。
これとは異なる視点から、Qiao（2008）はベト
ナム経済が長期的に成長を続けるための課題と
して、（１）インフレーション、（２）財政規律、

（３）金融政策、（４）マクロ経済条件、（５）社
会的不安定性の５つをあげている45）。
（１）消費者物価は、21世紀にはいってから、

2007年頃までは年率10%以下で、20世紀末と
比較すると、それなりに安定していたが、近年、
国際的な資源価格の上昇により10%をこえ、さ
らに上昇傾向にある。インフレーションは資源
配分にゆがみをもたらし、実質経済を傷つける

図表22　石油と繊維の輸出入（2006-2010）：単位=百万ドル

2006年 2007年 2008年 2009年 2010年

原油 輸出 8,265 8,488 10,357 6,195 4,958

石油 輸入 5,970 7,710 10,966 6,255 6,078

縫製品 輸出 5,834 7,750 9,120 9,066 11,210

織布 輸入 2,985 3,957 4,458 4,226 5,362

（出所）ジェトロ・ハノイセンター（2011）

図表23　ベトナムの財政状況（単位：10億ドン）

年 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

歳入a 90,749 103,888 123,860 152,274 190,928 228,287 279,472 315,915 416,783

歳出b 108,961 129,773 148,208 181,183 214,176 262,697 308,058 399,402 494,600

b/a 83% 80% 84% 84% 89% 87% 91% 79% 84%

（資料）ジェトロ・ハノイセンター（2011）
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要因となる。物価上昇を軟着陸させる質的な金
融政策が求められるが、経済成長との両立は極
めて困難であると思われる。
（２）現在までのところ、財政赤字は図表23

に示されるように日本と比べれば、それほど深
刻ではない。この９年間においても、歳出のほ
ぼ80%以上は歳入で賄われている46）。しかし、
健全な財政は循環的な不況期に財政出動を唆す
事例が多い。不適切な公共事業は安易な有効需
要を創出させ、健全な経済成長の足を引っ張る
可能性がある。他方で、中小零細企業の徴税制
度が完備していないので、複式簿記の導入とと
もに、税収のアップが期待される。この点は、
本稿では課題として取り上げなかった。
（３）金融政策は図表15で見たように、イン

フレーションの元凶となりうる。国営銀行によ
る政策的金融を縮小すれば、政府のコントロー
ルは遠隔的になるが、民間金融の効率性を期待
できる。金融政策に関しては、金融市場開放が
ベストであるとは、必ずしも言えない。情報収
集を徹底し、政策と市場は不即不離の関係にあ
るべきとしか言えないだろう。
（４）マクロ経済を支える諸条件に隘路の生

まれる可能性がある。たとえば、ハノイやホー
チミンの交通渋滞は深刻であるし、港湾の設備
も貿易の拡大に対応する必要がある。さらに、
電力不足が恒常的に予測される。労働力不足は
現在において既に発生している47）。

社会的間接資本の充実は、今後とも求められ
る。いずれ一人当たり所得が増加してゆけば、
これまでのような先進国からの社会的間接資本
がらみのODAは望めなくなる。
（５）最後の社会的不安定性としては、政治的

には中国との南沙諸島の領有権問題があるが、
経済的には所得分配の不平等や汚職によっても
たらされる。こうした問題が背景にあって、労
働者がストライキを起こしたり、政治的なデモ
を拡大させたりすると、一党支配のもとで経済
社会に不安定性がもたらされる可能性がある。
汚職に関しては、公務員の給与向上が不可欠で
あり、所得分配の不平等に関しては、所得税制
のきめ細かい改正が求められる。

本稿では紙数の制約から、２国間貿易につい

ては論じなかった。本稿では主に、ベトナムと
世界の貿易について論じた48）。図表20で見た
ように、貿易を通じてベトナム経済が拡大する
ためには、輸入代替を通じて、外国から購入し
ている付加価値を国内で代替する必要がある。
この点に関しては、まだ成功しているようには
見えない。近年、JICAの協力の下で、いくつか
の工業団地が造成されつつあるが49）、こうした
社会的間接資本が完成することで、O’Neill, 
Willson, Purushothaman, and Stupnytska

（2005）が提示したN-11 （Next Eleven）の一員
となることが可能になると期待される。
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【注】
１）本稿執筆にあたり、2011年８月末頃、以下の

方々にヒアリングの協力を得た。記して衷心より
謝意を表したい。（敬称略）Tra Thi Kim Anh, 
D a o T h i T h u H a , N g u e n T h i T h u H a n g

（Foreign Trade University）；村瀬憲昭、林田隆
之、飯島想（Japan International Cooperation 
Agency Vietnam Office）；佐藤進、渡部伸仁

（Japan External Trade Organization Hanoi 
Representative Office）；Phung Kim Anh, 藤井孝
男、木村健太（Vietnam-Japan Human Resources 
Cooperation Center）；Do Ha Phuong、小倉政則 

（Japan Business Association in Vietnam）；上総
英男、岡田建二（兼松）；小関健（東亜合成）；青
木靖明、光友直栄、中川和久（大原学園）；和田
成史（オービックビジネスコンサルタンツ）；
Duong Mai Ngoc Thuong（目白大学大学院経営
学研究科）． 

２）国際政治経済という概念については、寺崎
（2004）を参照されたい。

３）文献は枚挙に遑ないので坂本（1969）、渡辺
（1969）、アジア経済研究所（1978）などを参照
されたい。

４）O’Ne i l l , W i l s o n , Pu ru sho t h aman , a nd 
Stupnytska（2005）はBRICｓに続く成長国家群
としてthe N-11を提唱し、その中にベトナムが
含まれている。残る10カ国はBangladesh, Egypt, 
Indonesia, Iran, Korea, Mexico, Nigeria, Pakistan 
Philippines, Turkeyである。

５）直接投資と貿易の関係については、宍戸・寺
崎・他（1983）、寺崎（1976, 1977, 1983b, 1984a, 
1993）、田中（1995）及びTerasaki（1999）を、
とくにアジアに関しては立石（2003, 2007）など
を参照されたい。

６）飛び地経済は経済特区のような形で形成され
た。そのため、経済発展の影響が国内経済に浸透
する速度に欠け、貧富の格差を拡大させる傾向が
生まれた。ベトナムにおける地域経済格差につい
ては、大泉（1996）を参照されたい。また、ここ
でいう飛び地経済は具体的には、輸出加工区、工
業団地、国境ゲート経済区、沿海経済区などをさ
す。こうした特別区に関する詳細な議論について
は、白石（2010）を参照されたい。

７）中国経済に及ぼした影響については寺崎
（2010b,2011e）を参照されたい。

８）ドイモイの詳細については竹内・村野（1996）、
竹内（1996）、岩見（1996）、Harvie and Tran
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（1997）、石川・原（1999）、関・長崎（2004）、
坂田（2006）、薛（2008）、古田（2009）および
寺本（2011）などを、ごく簡単な紹介について
は、兪（2006）、秋葉（2008）などを参照された
い。

９）Qiao（2008:p.4）は中越の類似点として両国が
計画経済から市場経済へ移行する際、農地使用の
分散と国有企業の漸進的改革から始め、同時に経
済を世界に開放したことを指摘している。また
Tran（2010b:p.289）は、ベトナムと中国の類似
点として、農業国として計画経済から市場経済へ
移行したこと、資本と技術を急速に導入したこと
をあげる一方で、国営企業の扱い、政治的リーダ
ーシップ、公共部門の効率性の三つを相違点とし
てあげている。両国経済の詳細な比較については
Vu（2009）を参照されたい。

10）他方で、国内経済を国際経済にさらすことによ
り、社会主義的な国営企業の非効率を強制的に改
善しようという一種の他力本願的な政策意図も
窺える。

11）経済提携協定・自由貿易協定については、
JETRO（2010）を参照されたい。

12）2009年のベトナム経済の実績と評価について
はMai and Nguyen（2011）、近年の簡単な概況
については、ARC国別情勢研究会（2009）、株式
市場との関係については油川（2009）を参照さ
れたい。

13）GDP概念とその需要構成の詳細については、
寺崎（2011a）を参照されたい。また、本稿の図
表データは図表に表示されていないものは、すべ
てCEIC（2011）に依拠している。

14）ちなみに2010年現在のベトナム国民の平均年
齢は26歳である。また、若年層の人口構成比が
高いと消費性向が高く、逆に老年層の人口構成比
が高いと消費性向が低いという議論については、
寺崎（2008）を参照されたい。

15）こうした成長理論の概略については、寺崎
（1995）を参照されたい。

16）日本の内閣府経済社会総合研究所の統計では
在庫品増加と国内総固定資本形成は分類されて
いるが、ここでは資本形成の中に国内総固定資本
形成と在庫品増加が含まれている。

17）日本の通商産業省は戦後一貫して産業連関構
造に空白を作らない産業構造政策を採って来た。
こうした政策は「ワンセット主義」と呼ばれる。
詳細については寺崎（1996）を参照されたい。

18）水平分業という概念については、吹田・寺崎・

他（1983）、鈴木・寺崎・他（1975､ 1979）、寺
崎（1996）など、またアジア全体の国際分業の実
態については丸屋（2000）を参照されたい。

21） 加工製品はSITC（Standard International 
Trade Classification）の5（chemicals and related 
products, n.e.s.）, 6（manufactured good classified 
chiefly by material）, 7（machinery and transport 
equipment）, 8（miscellaneous manufactured 
articles）の合計である。

22） １次産品はSITCの0（Food and live animals）, 
1（Beverages and tobacco）, 2（Crude materials, 
i ned ib l e , excep t fue l s）, 3（Minera l f ue l s , 
lubricants and related materials）, 4（Animal and 
vegetable oils, fats and waxes）の合計である。

23）2009年に中国の加工製品と１次産品の貿易額
が同調的に落ち込んでいるが、これはリーマン・
ブラザーズショックの影響である。これがトヨタ
自動車の株価にも影響を与えたことについては、
寺崎（2009）を参照されたい。

24）日中貿易がこうした方向に展開するであろう
という指摘は寺崎（2011d）においてなされてい
る。

25）2006年に汚職防止摘発法が発効したことが行
政組織のモラルの低さを想像させる。

27）2003年の経常収支赤字の拡大時に資本収支の
黒字が増加していることについて、石川・田中・
平川（2005）は国営商業銀行の対外資産が国内
資産に振り替えられた点を指摘している。このよ
うに社会主義国の資本収支には国営金融機関の
取引が含まれており、国策に従って調整される側
面のあることに留意する必要がある。

28）20世紀末の中国の国際収支状況については、許
（2001）を参照されたい。また、国際収支の発展
段階説については、寺崎（2008）を参照された
い。

29）21世紀において通貨当局の為替市場への介入
を原則的に行わなくなった日本の国際収支構造
は簡略化するとこのようになっている。東日本大
震災後緊急避難的に円安誘導を行ったが殆ど効
果のなかったことは歴史が実証している。日本の
ような経済規模の大きな国が有効な為替市場の
介入を行おうとすれば中国のように巨額の資金
が必要であり、その結果外貨準備高が増加するこ
とになる。

31）近年のベトナムの為替管理と為替相場制度に
ついては、岩崎（2007）を参照されたい。

32）Jカーブ効果については、寺崎（2011b）を参
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照されたい。
33）マネーサプライ、GDPデフレータ、貨幣数量

説などの概念については、寺崎（2008）を参照さ
れたい。また、石川・田中・平川（2005）は1998
年から2004年まではマネーサプライ増加率とイ
ンフレ率との間には明確に正の相関は見られな
いとしている。その理由として金などの価値貯蔵
手段が銀行預金に流れ込んでいる現象をあげて
いる。

34）経済社会開発五カ年計画（2006─2010）におけ
るこうした経済成長とインフレの関係について
は、金・石川・仲山（2007）を参照されたい。

35） 為 替 相 場 の 決 定 理 論 に つ い て は、 寺 崎
（2000､ 2011b）を参照されたい。

36）インフレ対策はインフレ心理の抑制がカギと
なる。中国政府にはベトナム政府にはみられない
指導力がある。ベトナム政府は意図的に権力の分
散を図っている。インフレ心理の抑制という点で
は、権力の分散は裏目に出る。一般的なインフレ
対策については、塩野谷（1979）を参照された
い。

37）この指標の持つ詳細な意味については、寺崎
（1979）を参照されたい。

38）日中貿易に関する同様の分析については、寺崎
（2011d）を参照されたい。

39）価格弾力性や所得弾力性という概念について
は、寺崎（2011c）を参照されたい。

43） 偽 装 失 業 と い う 概 念 に つ い て は、Myint
（1964）、寺崎（2010b：注37）を参照されたい。
こうした労働市場における現状と課題について
は、寺崎（2012）を参照されたい。

44）こうした貿易構造は、生ゴムの輸出とゴム製品
の輸入の間にも存在する。インタビューによれば
発見された油田に石油精製設備を建設し、陸上流
通網のあまり整備されていないベトナム全土に
石油製品を供給するよりも、海上輸送で原油をシ
ンガポールで精製し、長い海岸線にある港ごとに
石油製品を輸送した方が安上がりという判断が
ベトナム政府にあった。このような貿易構造をア
ジアにおける工程間分業として捉えたものに、石
田（1996）がある。

45）経済問題の網羅的な課題に関しては、朽木・竹
内（1996）及び守部（2011）を参照されたい。
若干古い文献ではあるが、ここで指摘されている
課題は現在でも未だ克服されていない。また、
Nguyen and Ngyen（2007）は、①課税政策、②
生産コスト、③行政組織、④人材育成の４つを課
題としてあげている。さらに、将来の戦略につい
ては、木下（2010）を参照されたい。

46）日本のNPOであるベトナム簿記普及促進協議
会は現在、課税対象となっていない中小零細企業
からの課税を可能ならしめようと複式簿記の普
及を図っている。こうした努力が結実すれば、歳
入は増加する可能性がある。ベトナムの会計や税
務については、新日本有限責任監査法人（2011）
およびベトナム経済研究所（2010）などを参照
されたい。

47）この問題に関する詳細については、寺崎
（2012）を参照されたい。

48）とくに中越貿易にいては、Tran（2010a）を、
日越貿易については西（2010）および山田・冨田

（2010）などを参照されたい。
49）詳細については、国際協力機構ベトナム事務所
（2010）を参照されたい。


